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第１章  西尾市業務継続計画の基本的な考え方 

１ 西尾市業務継続計画策定の趣旨と目的 

平成２６年５月、愛知県防災会議において、南海トラフ地震の被害想定の見直しが行

われ、本市の被害は、県内で最も深刻なものになると予測された。このような大規模な

地震・津波が発生した場合、市内全域で人的・物的被害が生じるとともに、行政機能の

低下が予測される。人員・物資・情報・ライフラインが制約された状況下において、行

政機能を維持し、市民の生命、身体及び財産を守ることは、市としての責務であり、そ

のためには、災害応急対策業務を行いつつ、通常業務をいち早く再開することが重要な

課題となっている。 

このような観点から、事前に必要な資源（職員、庁舎、資機材等）の確保・配分や必

要な対策を定めるとともに、優先的に取り組むべき非常時優先業務や業務開始目標時間

等を明確にすることにより、行政機能の継続性の確保と業務継続力向上及び早期の災害

復旧・復興を実現することを目的として業務継続計画（Business Continuity Plan：Ｂ

ＣＰ）を策定する。 

 

２ ＢＣＰ導入の効果 

大規模災害が発生した場合、応急対応的に行うべき業務が増大し、通常業務が一旦中

断する可能性が高い。ＢＣＰを策定していない場合では、多数ある応急業務及び通常業

務の中からどの業務を優先的に実施するかをその場で判断しなければならず、対応が後

手に回ることとなり、業務効率の低下及び行政サービスの質の低下を招いてしまう。   
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一方、ＢＣＰを策定し、非常時に行うべき業務を明確にすることで、次の効果が期待で

きる。 

・ 発災直後の業務レベルの向上や業務立ち上げ時間の短縮により、業務の迅速な再開 

が可能となる。 

・ 休止・抑制せざるを得ない通常業務を明確にし、非常時の業務執行態勢を迅速に整え

ることができ、発災により低下する行政サービスの質を効率よく回復することができる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   また、ＢＣＰ策定により、次の副次的な効果も期待できる。 

・ 平常時から災害時の課題をリスクとして事前に認識することで、防災力を強化する 

ことが可能となる。 

・ 市の業務の迅速な再開により、災害時における民間企業の事業継続への影響を抑え 

ることが可能となる。 

・ 最も大きな災害被害を想定したＢＣＰを策定することにより、他の自然災害への対応

が可能となる。 
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３ ＢＣＰと地域防災計画の違い 

ＢＣＰは、市役所や職員自身が大規模災害で被災したことを前提としており、行政機

能が低下し、利用できる資源に制約がある状況下において、市が行うべき非常時優先業

務を継続し、早期復旧するために必要な資源の確保・配分等の必要な対策を事前に検討

するとともに、災害時の資源管理や市の緊急時の対応力を高める組織マネジメントの改

善に主眼を置いている計画である。 

一方、「西尾市地域防災計画」は災害対策基本法第４２条の規定に基づき、西尾市防災

会議が策定する法定計画であって、市民の生命、身体及び財産を守るため、各防災機関

がとるべき基本的事項等を定めるものであり、災害の予防・応急対策及び復旧に関し、

連携して実施すべき事務や業務について定めた総合的な計画である。 

 

ＢＣＰと地域防災計画の比較 

 ＢＣＰ 地 域 防 災 計 画 

位置づけ 
防災計画の細部計画及び通常業務の

復旧のための実行計画 

震災対策に関する基本的かつ総合的な

性格を有する計画 

策 定 防災監会議 西尾市防災会議 

対 象 

・本市 ・本市 

・防災関係機関等 

（県、警察、指定地方行政機関、指定

公共機関、指定地方公共機関、公共的

団体、防災上重要な施設、自衛隊等） 

・事業者 

・市民 

計画期間 発災から１か月間 予防～応急対策、復旧 

視 点 

・行政自体にも甚大な被害があるこ

とを前提としている。 

・実施する業務を絞り込む。 

・業務の着手目標時間やレベル等を

あらかじめ定める。 

・行政自体の被害は明確に想定されて

いない。 

・対策を漏れなく記載している。 

・実施する業務の手順等は発災後に決

めていく。 

内 容 

・ＢＣＰの基本的な考え方 

・計画の前提となる被害想定等 

・非常時優先業務 

・非常時優先業務実施のための体制 

・非常時優先業務執行のための環境 

・今後の取組み 

・災害予防 

・災害応急対策 

・災害復旧 
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４ ＢＣＰの基本方針 

⑴  基本方針 

南海トラフ地震などの、市民等及び市の社会経済活動に多大な被害を及ぼすおそれの

ある災害に対し、市が大規模災害時にその機能を継続するため、以下の基本方針に基づ

いて、非常時優先業務の選定や資源の配分等について検討し、ＢＣＰを策定、実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵  対応方針 

業務継続のための必要な態勢として、以下の対応方針に基づき非常時優先業務を実施

する。 
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５ 計画の発動と終結 

⑴  発動要件 

ア 本市で震度６弱以上の揺れを観測したとき、本計画を自動発動する。 

イ 本市で震度５強以下の揺れを観測したときは、被害状況に応じ、災害対策本部

長が必要と判断した場合に発動する。 

⑵ 発動権限者等 

大規模災害時に責任者の安否が不明の場合であっても、迅速かつ適切な意思決定の 

ため、あらかじめ以下のとおり発動権限者等の代行順序を定める。 

   ア 災害対策本部長の職務代理者の順序 

 

 

 

 

 

 

 

   イ 各対策部・班のＢＣＰ決定権限順位 

 

 

 

 

 

 

 

 

※部長・班長が勤務地に参集できない状況下では、連絡が取れ次第指示を仰ぐことが可

能な場合であっても、権限を委任する。 

 

⑶  計画の終結 

災害対策本部長が、災害応急対策をおおむね完了したと認めた時に、本計画を終結す

るものとする。 

⑷ 計画の発動及び終結の周知 

ＢＣＰを発動又は終結した場合は、市ホームページ、ＳＮＳ（ツイッター）、報道機

関などを通じて市民に広く周知するものとする。 

災害対策本部長 

本部長   市長 

第１順位  副市長（防災監） 

第２順位  副市長 

第３順位  教育長 

第４順位  危機管理局長 

第５順位  消防長 

各対策部長 

対策部長  部長、局長 

第１順位  次長（次長の配置のない部局は

課長） 

※以降は各対策部で定める。 

各対策班長 

対策班長  課長 

第１順位  主幹（副主幹） 

第２順位  課長補佐 

※以降は各対策班で定める。 
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第２章  計画の前提となる被害想定等 

１ 市全体の被害想定 

本市に被害を及ぼすと考えられる地震は、海溝型地震では、東海地震、東南海地震及

び南海地震が想定されている。また、内陸型地震では、深溝断層及び横須賀断層を始め、

本市周辺に存在する活断層による地震が想定される。 

本計画では、これまで被害想定が公表されてきた地震の中で、最も大きな被害を及ぼ

すと予想される「愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査結果」の「理

論上最大想定モデル」を被害想定とする。 

なお、「理論上最大想定モデル」において、被害想定がされていない一部の結果につい

ては、「過去地震最大モデル」を使用する。 

⑴ 想定条件 

想定地震 

    東海地震・東南海地震・南海地震連動 

ア 地震規模 

     マグニチュード ９．０ 

イ 津波規模 

 マグニチュード ９．１ 
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８  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 市域の被害想定 

県全体で被害が最大となる条件において、本市の被害想定は以下のとおり。 

   ア 被害の概要 

「理論上最大想定モデル」（陸側ケース、津波ケース①） 

最大震度 ７ 

最大津波高 ５．６ｍ（佐久島） 

津波到達時間（最短） ３９分（佐久島）※津波高３０ｃｍ 

浸水面積 ５，１４７ｈａ ※浸水深１㎝以上 

    

     イ 被害量の想定結果 

(ｱ) 建物被害（全焼・全壊棟数） 

■条件：冬の夕方１８時発災 

「理論上最大想定モデル」（陸側ケース、津波ケース⑦） 

揺れ 約２４，０００棟 

液状化 約４００棟 

浸水・津波 約１，１００棟 

急傾斜地崩壊等 約３０棟 

火災 約５，４００棟 

合計 約３１，０００棟 

※端数処理を行ったため、合計が各項目の和に一致しない場合がある。 



９  

(ｲ) 人的被害（死者数） 

■条件：冬の深夜５時発災、早期避難率が低い場合（陸側ケース） 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

(ｳ) ライフライン被害 

■条件：発災１日後、冬の夕方１８時発災 

「過去地震最大モデル」 

上水道（断水人口） 約１６１，０００人 

下水道（機能支障人口） 約８０，０００人 

電力（停電軒数） 約７０，０００軒 

固定電話（不通回線数） 約２３，０００回線 

携帯電話（停波基地局率） ８３％ 

都市ガス（復旧対象戸数） 約７００戸 

ＬＰガス（機能支障世帯数） 約２２，０００世帯 

 

(ｴ)  避難者・帰宅困難者 

■条件：冬の夕方１８時発災（避難者数）、昼の１２時発災（帰宅困難者数） 

「過去地震最大モデル」 

避難者数 

発災 1 日後 約７０，０００人 

発災 1 週間後 約７７，０００人 

発災 1 か月後 約１０３，０００人 

帰宅困難者数 約９，２００～１１，０００人 

 

(ｵ) 災害廃棄物等 

■条件：冬の夕方１８時発災 

「過去地震最大モデル」 

災害廃棄物等 約２，９０６（千トン） 

 

 

 

 

「理論上最大想定モデル」（陸側ケース、津波ケース①） 

建物倒壊 
(うち屋内収容物移動・

転倒、屋内落下物) 
約１，４００人 （約９０人） 

浸水・津波 
(うち自力脱出困難) 

約１，６００人 
（約９００人） 

(うち逃げ遅れ) （約７００人） 

急傾斜地崩壊等 ０人 

火災 約２００人 

合計 約３，２００人 
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２ 市の業務継続に与える影響 

⑴ 公共施設の被害想定 

災害対策本部となる本庁舎、その代替施設である消防本部、また地区対策班である

各支所の被害想定については、次のとおりとした。 

なお、一色支所及び吉良支所については、津波浸水想定区域であるが、浸水がなか

った場合は地区対策班として使用できることから記載した。 

  

災害対策本部及び代替施設の被害想定 

項目 本庁舎〔災害対策本部〕 消防本部庁舎〔代替施設〕 

構造上 

の被害 
発生しない 発生しない 

電力 
停電する 

（一部非常用電源設備により電力を供給） 

停電する 

（一部非常用電源設備により電力を供給） 

電話 ほとんど通話不能 ほとんど通話不能 

通信 

 

○同報系無線（親局） 

被害は発生しない 

（発電機により７２時間運用可能） 

○同報系無線（遠隔制御装置） 

被害は発生しない 

（非常用電源設備により電力を供給） 

○移動系無線（親局） 

被害は発生しない 

（発電機により７２時間運用可能） 

○移動系無線（半固定局） 

被害は発生しない 

（バッテリーにより２４時間運用可能） 

○衛星携帯電話 

被害は発生しない 

（バッテリーにより２６時間運用可能） 

○衛星携帯電話 

被害は発生しない 

（バッテリーにより３０時間運用可能） 

○庁舎内サーバ 

被害は発生しない 

（発電機により７２時間運用可能） 

○庁舎内サーバ 

被害は発生しない 

（発電機により２６時間運用可能） 

上水道 水道水使用不可 水道水使用不可 

下水道 

下水道使用可 

地下タンク（遮断弁有）により１７ｔ使用

可能 

下水道使用不可 

備 考 

発災時には、壁や柱、ガラスの破壊や亀裂の発生、天井板、照明器具の落下などによ

り、破片等が床や廊下に散乱することが予測される。日中に大規模な地震があった場合、

庁内の訪問者などにも負傷者が出る可能性がある。また、エレベーターが停止した場合

は、内部に閉じ込められる人も発生する。一方で、空調設備は自動停止する。 
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地区対策班の被害想定 

項目 
一色支所庁舎 

〔地区対策班〕 
吉良支所庁舎 

〔地区対策班〕 

吉良支所庁舎 

（旧本庁舎・旧増築

庁舎） 

幡豆支所庁舎 

〔地区対策班〕 

構造上 

の被害 
発生しない 発生しない 被害発生の可能あり 発生しない 

電力 

停電する 

（一部非常用電源設

備により電力を供

給） 

停電する 停電する 

停電する 

（一部非常用電源設

備により電力を供

給） 

電話 ほとんど通話不能 ほとんど通話不能 ほとんど通話不能 ほとんど通話不能 

通信 

 

○同報系無線 

（遠隔制御装置） 

非常用電源設備によ

り電力を供給 

   

○移動系無線（半固

定局）被害は発生し

ない 

（バッテリーにより

２４時間運用可能） 

○移動系無線（半固

定局）被害は発生し

ない 

（バッテリーにより

２４時間運用可能） 

 

○移動系無線（半固

定局）被害は発生し

ない 

（バッテリーにより

２４時間運用可能） 

○衛星携帯電話 

被害は発生しない 

（バッテリーにより

２６時間運用可能） 

○衛星携帯電話 

被害は発生しない 

（バッテリーにより

２６時間運用可能） 

 

○衛星携帯電話 

被害は発生しない 

（バッテリーにより

２６時間運用可能） 

○支所ルータ・スイ

ッチ 

被害は発生しない 

（発電機により運用

可能） 

 

○庁舎内サーバ 

被害発生の可能性

あり 

※吉良支所庁舎〔地

区対策班〕も同一ネ

ットワークを組んで

いる 

○庁舎内サーバ 

被害は発生しない 

（発電機により運用

可能） 

上水道 水道水使用不可 水道水使用不可 水道水使用不可 水道水使用不可 

下水道 下水道使用不可 下水道使用不可 下水道使用不可 下水道使用不可 

備 考 

発災時には、壁や柱、ガラスの破壊や亀裂の発生、天井板、照明器具の落下などによ

り、破片等が床や廊下に散乱することが予測される。日中に大規模な地震があった場合、

庁内の訪問者などにも負傷者が出る可能性がある。また、エレベーターが停止した場合

は、内部に閉じ込められる人も発生する。一方で、空調設備は自動停止する。 
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【参考：庁舎等の概要】 

災害対策本部及び代替施設 

項目 本庁舎〔災害対策本部〕 消防本部庁舎〔代替施設〕 

構造 鉄骨鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造 

規模 
地上７階 

地下１階 
３階 

床面積 １８，２８３．９０㎡ ３，１９６．７１㎡ 

非
常
用
電
源 種別 ディーゼル発電装置１基 ディーゼル発電装置１基 

容量 ３６１ｋＶＡ ６５ｋＶＡ 

燃料ﾀﾝｸ ２１，９５０Ｌ Ａ重油 ３９０Ｌ 軽油 

稼働時間 ７２ｈ ２６．２ｈ 

無停電 

電源装置 

稼働時間 

３～５秒 ７秒 

非常用 

電源設置 

コンセント 

赤色コンセントのみ使用可能 

赤色コンセントのみ使用可能 

１階５２箇所 

２階２０箇所 

３階６箇所 

電気使用 

可能区域 
庁舎全域 

１階：事務室・車庫・防災センター・

食堂・通信指令室・機械室・ 

通信待機室 

２階：事務室・消防長室・会議室・ 

研修室・印刷室 

３階：大会議室・小会議室 
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地区対策班 

項目 
一色支所 

〔地区対策班〕 

吉良支所 

〔地区対策班〕 

吉良支所 

（旧本庁舎・ 

 旧増築庁舎） 

幡豆支所 

〔地区対策班〕 

構造 
鉄筋 

コンクリート造 
鉄骨造 

鉄骨鉄筋コンク

リート（一部鉄筋

コンクリート造） 

鉄骨鉄筋 

コンクリート造 

規模 ３階 ２階 ２階 ３階 

床面積 ４，５８４，５４㎡ ６５４．６２㎡ １，７３５．９６㎡ ２，７２４．６７㎡ 

非
常
用
電
源 種別 

ディーゼル 

発電装置２基 
  

ディーゼル 

発電装置１基 

容量 
４３ｋＶＡ/ 

１５０ｋＶＡ 
  ９０ｋＶＡ 

燃料ﾀﾝｸ 
１９８Ｌ/１９０

Ｌ  軽油 
  １９０Ｌ 軽油 

稼働時間 
１８．７ｈ/ 

１６．０ｈ 
  ８．２ｈ 

無停電 

電源装置 

稼働時間 

なし   なし 

非常用 

電源設置 

コンセント 

赤色コンセント 

利用可能 
 

 ・支所 

地下８箇所 

１階９箇所 

・幡豆分署 

車庫３５箇所 

２階１０箇所 

電気使用 

可能区域 

一色町公民館（一

色支所含む）全体 
 

 地下、１階、２階、

消防車庫 
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⑵  インフラ復旧状況の想定 

項 目 想定復旧期間 
被害予測調査結果 

(過去地震最大モデルによる被害想定) 

電 力 １週間程度 

直 後：約８９％ 

４日後：約１％ 

１週間後：約１％ 

上水道 ４週間程度 

直 後：約９５％ 

１週間後：約５２％ 

１か月後：約８％ 

下水道 ３週間程度 

１日後：約６０％（直後は１８％） 

１週間後：約１０％ 

１か月後：約１％ 

通 信 

(固定電話) 
１週間程度 

直 後：約８９％ 

１週間後：約２％ 

１か月後：約２％ 

通 信 

(携帯電話) 
１週間程度 

１日後：約８１％（直後は２％） 

４日後：約３％ 

１週間後：約２％ 

ガ ス 

（都市ガス） 
２週間程度 

直 後：約９％ 

１日後：約９％ 

１週間後：約７％ 

ガ ス 

（ＬＰガス） 
１週間程度 直後：約１６％ 

 

⑶ 職員参集の想定 

ア 職員参集の前提条件 

地域防災計画上、「地震等発生により勤務先に参集できない場合は、最寄りの支所

に参集」することとなっているが、本計画では、巨大地震・津波により相当地域の浸

水が予想されることから、職員の参集先を原則次のとおりとする。 

対 象 職 員 参集先 備  考 

本庁職員(避難所配置職員を除く) 

本庁舎 

 

一色・吉良支所、佐久島振興課職員、

吉良保健センター、一色学びの館、 

一色・吉良学校給食センター、 

勤務先が津波浸水想定区域であるた

め、本庁舎に参集 

※津波警報・大津波警報の発表がない

場合は、勤務先に参集 

保育士・幼稚園教諭 

（避難所配置職員を除く） 

保育士・幼稚園教諭は、勤務先が津波

浸水想定区域の内外に関わらず本庁舎

に参集 

保健師 
医療救護所担当職員は直接担当救護所

に参集 
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※参集の対象となる職員は、臨時職員、育休等を除く全職員とする。 
 

イ 職員の参集予測（勤務時間外発災時の参集予測） 

愛知県庁業務継続計画を参考とし、次の条件で参集状況を予測した。 
 
           参 集 率 の 想 定 条 件 

 参 集 手 段 参集率の想定 

発災～３日目 
徒歩 

（時速３㎞／ｈ） 

参集場所から実距離２０㎞圏内に居住する職員の７０％

が順次参集する。 

４日目～６日目 
交通機関等を使

用 

４日目からは交通機関が復旧し、職員全体の７０％が参

集し、以後、順次参集する。 

７日目～１か月 
職員全体の９８％が参集する（約２％の職員は本人又は

家族の死傷等により長期間参集できないと想定）。 

※職員の参集率は、阪神・淡路大震災発生時の兵庫県及び兵庫県内市町村における参集

率を参考としている。兵庫県、神戸市、伊丹市、西宮市、芦屋市、宝塚市の地震発生

当日の参集率の平均は約４８％であり、発災から４日目までの平均は７６％であった。 
 

西尾市職員想定参集人数及び参集率 

『津波』の指定緊急避難場所を担当 

する避難所配置職員 

指定緊

急避難

場所 

直接担当する指定緊急避難場所に参集 

『津波』の指定緊急避難場所以外を 

担当する避難所配置職員 

勤務先 

（本庁舎） 

勤務先に参集 

（保育士・幼稚園教諭は本庁舎に参集） 

※津波・大津波警報の発表がない場合、

『地震』の指定緊急避難場所を担当

する避難所配置職員は、担当する指

定緊急避難場所に参集 

一色・吉良分署職員 
消防 

本部 

勤務先が津波浸水想定区域であるた

め、消防本部に参集 

※津波警報・大津波警報の発表がない

場合は、勤務先に参集 

上記以外の職員 勤務先  

  

発災～ 

１時間 

（※２㎞） 

～３時間 

（※８㎞） 

～６時間 

（※１７㎞） 
～１２時間 ～２４時間 ～３日 ４日～６日 

７日～ 

１か月 

想定参集人数

(避難所等.配

置職員を含む) 

２３４ ８１４ １，１１６ １，１３４ １，１３４ １，１３４ １，１５９ １，６２３ 

参集率（％） １４．１ ４９．２ ６７．４ ６８．５ ６８．５ ６８．５ ７０．０ ９８．０ 

想定参集人数

(避難所等配置

職員を除く) 

１５１ ７０３ ９９８ １，０１７ １，０１７ １，０１７ １，０４２ １，４５９ 

参集率（％） ９．１ ４２．５ ６０．３ ６１．４ ６１．４ ６１．４ ６２．９ ８８．１ 
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※発災後の対応に２０分程度かかることを想定した、参集場所への距離の目安 

               全職員１，６５７人（平成２７年９月３０日現在） 

第３章  非常時優先業務 

１ 非常時優先業務の考え方 

   非常時優先業務とは、発災から１か月間に優先的に実施すべき業務であって、具体的

には、災害応急対策業務や早期実施の優先度が高い災害復旧・復興業務等（これらを「応

急業務」と総称）のほか、業務継続の優先度の高い通常業務のことをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

２ 非常時優先業務の実施方針 

発災直後は職員のマンパワーや燃料等の資源が不足する状況の中、実施すべき災害対応

業務量は膨大となる。 

また、災害対応業務の市民ニーズも、時間の経過とともに変化していく。このため、時

系列ごとの優先度に応じた、実施する業務の選択と、これに応じたマンパワーや燃料等の

資源の集中が必要である。そのため、次の優先順位のもと、災害応急対策を進めるものと

する。 

⑴ 人命の確保 

発災直後は全ての災害対応業務を一斉に開始するのではなく、救命救急活動や応急救

護所、避難所の開設等の人命の確保を最優先に実施し、全力を投入する。 

⑵ ライフラインの確保 

消防署・市民病院といった、市民の救命・救助に直結する施設や上水道の浄水場・下

水道の処理場及びポンプ場等の機能停止は、市民生活に重大な影響を及ぼす危険性があ

り、市民生活に直結するライフラインであることから、その機能維持、あるいは早期復

旧を優先的に実施する。 

また、被災後、市民が生活の再開に向けて、速やかに復旧業務等を進めるためには、

学校や保育所等の環境整備も重要である。このように復旧に向けた市民の活動と密接な
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関係のある施設については、避難所運営等の非常時優先業務との兼ね合いを適切に見極

めながら、早期再開を進める。 

 

⑶ その他非常時優先業務の実施 

  非常時優先業務は、業務停止に伴う市民生活への影響を最小限にとどめるために実施

する優先度の高い業務であり、人命及びライフラインの確保をしつつ順次相談窓口の設

置や、罹災証明の発行等の応急業務を実施していく必要がある。 

災害発生直後においては、災害対応業務に注力するため通常業務を必要最小限に絞り

込み、その後は災害対応業務の状況を踏まえつつ、優先度の高い業務から再開を進め、

順次、平常の業務体制への回復を図る。 

なお、業務継続の優先度が高い通常業務は、平常時における重要性をもって判断する

のではなく、市民の生活の維持等に係る重要度をもって判断する。 

窓口業務については、基本的に発災１週間後の再開を目処とするが、緊急性・重要性

の高い業務は１週間以内の再開を目指す。また、災害対応業務のマンパワー確保の観点

から、停止による市民生活や社会活動等への影響が少ない業務は、可能な限り再開を遅

らせる。 

一方、道路・河川・住宅等の被害の対応を行う建設部においては、災害復旧を最優先

に行うため、業務の停止による影響の少ない通常業務については、可能な限り再開を遅

らせる。 

なお、停止または抑制する通常業務については、様々な情報手段を通じて、速やかに

市民や事業者等に対して周知を図る。 
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３ 災害応急対策における経過時間別目標 

   発災後に実施すべき各応急対策は、前項の「非常時優先業務の実施方針」に基づき、

経過時間別目標を次のとおりとする。 

時間 

項目 

初動段階 応急段階 復旧段階 

発災～２４時間 ２４時間～３日 ３日～１週間 １週間～１か月 

１ 

災害対策

本部の組

織・運営 

 

○災害対策本部の設

置 

○本部員会議の実施 

○記者会見の実施 

 

 
 

 
  

２ 
通信の確

保 

○情報通信の疎通状

況確認 

○臨時電話の仮設 

○データの保護及び

システム等の復旧

（優先度の高いシ

ステム） 

 

 

 

 

 

○データの保護及び

システム等の復旧

（その他のシステ

ム） 

 

  

３ 
被害情報

の収集 

 

○人的被害・ライフラ

イン被害等 

 

 

 

○河川・海岸・漁港等 

 

 

 

 

 

○農林水産関係  

４ 
災害情報

の伝達 

 

○地震（余震）情報、

津波情報、避難勧

告・指示等に関する

情報提供 

 

      

５ 
応援の受

入れ 

 

○自衛隊、ＤＭＡＴ、

緊急消防援助隊派

遣要請 

○受入れ体制の確保 

○協定団体への要請 

 

 

 

 

 

 

○県への要請 

 

  

 

 

 

 

○応援職員等の受入

れ 

 

６ 広報活動 

 

○住民への広報（被害

情報・避難所・物

資・ライフライン

等） 

 

 

 

○住民への広報（道

路・交通に関する情

報等） 

 

 

 

 

 

○生活関連情報 

 

  

７ 
救助・救

出活動 

 

○消防活動の実施 

○救護所の開設 

○遺体の処理 

○医薬品の確保 

 

 

〇埋火葬 

 

○後方医療機関の確

保 
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    時間 

項目 

初動段階 応急段階 復旧段階 

発災～２４時間 ２４時間～３日 ３日～１週間 １週間～１か月 

８ 

避難所

等、被災

者の生活

対策 

 

 

○避難所の安全確認 

○避難所の開設 

○避難者の受入れ 

 

 

○臨時保育の実施 

○被災者の健康管理 

○避難所仮設トイレ  

の汲み取り 

 

    

９ 

特別な配

慮が必要

な人への

対策 

 

○避難行動要支援者

の情報提供 

○外国人災害情報セ

ンターの開設 

 

 

 

 

 

○福祉避難所の開設 

 

    

10 

物資等の

輸送、供

給対策 

 

○物資集積拠点の設

置 

○給水の実施 

 

○救援物資の受領・配

分  
    

11 

ボランテ

ィアとの

協働活動 

 

 

 

 

○ボランティア支援

本部の開設 

 

○ボランティア地区

支援センターの開

設 

○被災者のニーズ把

握 

 

    

12 

公共イン

フラ被害

の応急処

置等 

 

○土木資材の調達 

○建設業者への情報  

伝達 

○インフラ被害・危  

険箇所等の点検 

○障害物の除去 

○道路の通行禁止・  

制限 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○船舶、渡船施設の復

旧 

 

○危険箇所の応急復

旧 

 

13 

 

建物・宅

地の応急

危険度判

定 

 

 

 

○被災建築物応急危

険度判定の実施 
  

 

  

14 

被害認定

調査、罹

災証明の

発行 

 

 

○被災宅地危険度判

定の実施 

 

○被害認定調査の実

施 

○罹災証明書の発行 

○市税の納期限延長

及び減免措置の検討 
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※対応終了時期は被害状況によって異なる。 

 

４ 非常時優先業務の選定及び優先基準 

各優先度の選定基準は下表のとおり。 

優先度 選 定 基 準 

Ａ 

Ａ１ 発災後３時間以内に 業務に着手しないと、市民の生命、生活及び財産の

保護、市内の社会経済活動の維持に重大な影響を及

ぼすため、優先的に対策を講ずべき業務 

Ａ２ 発災後６時間以内に 

Ａ３ 発災後１２時間以内に 

Ａ４ 発災後２４時間以内に 

Ｂ 

遅くとも発災後３日以内に業務に着手しないと、市民の生命、生活及び財産の

保護、市内の社会経済活動の維持に相当な影響を及ぼすため、早期に対策を講

ずべき業務 

Ｃ 
遅くとも発災後１週間以内に業務に着手しないと、市民の生命、生活及び財産

の保護、市内の社会経済活動の維持に影響を及ぼすため、対策を講ずべき業務 

Ｄ 
発災後２週間以内に業務に着手しないと、市民の生活及び財産の保護、市内の

社会経済活動の維持に影響を及ぼすため、対策を講ずべき業務 

Ｅ 

発災後２週間を超え１か月以内程度に発生する主に復旧・復興業務や優先度の

高い通常業務 

 

    時間 

項目 

初動段階 応急段階 復旧段階 

発災～２４時間 ２４時間～３日 ３日～１週間 １週間～１か月 

15 仮設住宅 

 

○応急仮設住宅建設

用地の選定 

 

 

○応急仮設住宅必要

戸数の算出 

 

 

○応急仮設住宅の入

居希望調査 

 

  

16 
生活再建

支援 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○義援金の受付 

 

○災害相談窓口の設

置 

 

○被災者生活再建支

援 

○災害援護資金等の

貸付 

○災害見舞金・災害弔

慰金の支給 

○各種手当ての支給 

 

17 
廃棄物処

理 

 

○災害廃棄物対策室

の設置 

 

  

 

○がれき仮置き場の

確保 

 

 

○災害廃棄物処理実

行計画の策定 
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５ 非常時優先業務 

   「２ 非常時優先業務の実施方針」及び「３ 災害応急対策における経過時間別目標」

をもとに、それぞれの課が地域防災計画に記載のある応急復旧業務と、発災以後も中断

することのできない通常業務を抽出するとともに、「４ 非常時優先業務の選定及び優先

基準」に基づき、業務の効果を果たすために着手すべき時間別の優先順位を選定した。

その結果、非常時優先業務は別紙のとおりであり、業務の合計は３７７業務であった。 

なお、非常時優先業務の割合及び着手目標時間別の応急復旧業務と通常業務の割合は、

次のとおりである。 
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第４章  非常時優先業務実施のための体制 

１ 職員の勤務体制に対する考え方 

⑴  災害への備え 

  地震による負傷の多くは、家屋の倒壊、家具の転倒・落下が原因であり、市職員とし

て、発災後直ちに出勤できる態勢をとっておくことが重要である。自宅の耐震診断を積

極的に行い、耐震改修が必要となった場合は、耐震改修を実施するとともに、家具を固

定する、寝室に家具を置かない等、地震に対する万全の備えを実施しておくものとする。 

  また、食料及び飲料水は、市で参集対象職員の1日分を備蓄していることから、ＰＵ

ＳＨ型支援到着までの残り２日分を各自の備蓄で補い、災害時に持ちよるものとする。 

⑵  健康管理 

ＢＣＰの発動直後は、限られた職員での長時間の勤務が予想され、健康が損なわれる

可能性があることから、災害対策本部と適宜調整を図り、勤務を交代させる等の配慮が

必要である。また、睡眠、休憩及び食事の時間が不規則にならないよう留意するととも

に、職員が休憩・仮眠をとれるような睡眠場所、毛布等の必要物資を事前に確保してお

くものとする。 

なお、過去の大規模災害の例を踏まえ、職員が相互に心身の健康のチェックを行うも

のとする。また、家族等との連絡や被災状況についても配慮するものとする。 

⑶  応援体制について 

ア 各班が非常時優先業務を実施するのに必要な人員が確保できない場合は、対策部内

での応援職員の配置を行うことを基本とするが、対策部内で人員を確保できない場合

は、人事班と調整し、人員を確保するものとする。 

イ  災害対策本部は、被災規模や状況から非常時優先業務実施に必要な人員を取りまと 

め、対策部内で対応できないと判断した場合は、全庁横断的に人員確保・配置調整を

実施するものとする。 

ウ 非常時優先業務のうち、資格又は業務経験が必要な業務については、当該対策班の 

参集状況によって、過去に在籍した職員の応援を考慮する。  

エ  非常時優先業務のうち長期間に及ぶ業務については、交替用の班を編成するなどし 

て、継続して業務を遂行できるよう検討する。  

オ  他自治体からの職員応援や協定に基づく支援等を受け入れて業務を行うこともあ

り得るため、あらかじめ受入時の対応を明確にするとともに、応援を受ける業務所管

課は災害対応マニュアル等に反映させるものとする。 

 

２ 職員の参集体制 

⑴ 配備体制（勤務時間外又は閉庁時） 

職員は勤務時間外又は休日等において、参集基準に該当する大規模災害の発生の情報

を知った時は、直ちに指定参集場所に集合する。 

ただし、自身及び家族が、負傷し治療が必要な場合等、参集が困難な場合は、所属す

る対策班に報告の上、参集を阻害する要因がなくなり次第参集する。 
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⑵ 参集方法 

職員の参集に当たっては、通常の通勤方法又は通勤手段によるものとするが、これに

よりがたい場合は、短時間かつ安全な方法により参集する。 

参集に当たっては、参集途中の被害状況を観察しながら移動し、配置後、所属する対

策班に被害状況を報告する。各対策班は体制の立ち上げ作業と同時に、参集した職員か

ら集まった市内の情報を災害対策本部に報告する。 

 

３ 安否確認と参集可能職員の把握 

ＢＣＰを迅速かつ的確に実施するためには、参集可能職員の把握が不可欠である。西

尾市職員緊急通報システム等を活用し、速やかに参集可能な職員を把握するものとする。

また、参集した職員が安心して職務に専念できるよう家族の安否確認を行う時間を設け

るよう配慮する。 
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第５章  非常時優先業務執行のための環境 

１ 庁内各種情報システムの維持、復旧 

発災時、本庁舎内は、構造上の被害が発生しない予測がされており、停電した場合も

無停電電源装置及び非常用発電機からの電力の供給が可能とされている。したがって、

本庁舎の各サーバー及び情報システムは、停電時においても利用可能であり、大きな障

害は発生しないと予測している。 

しかしながら、発災時には一部で壁や柱、ガラスの破壊やLANケーブルの断線等が考え

られることから、コンピュータ機器及びネットワーク機器被害確認及び再開業務を行う

職員は、ネットワークの管理、復旧に係る災害応急対策業務の割り振りなどの確認を行

う。特に重要性の高いシステム類を多く取り扱う課は、非常時優先業務を継続的に実施

できるよう、対応を強化する。 

 

２ 通信手段の確保と情報収集・発信 

⑴ 高度情報通信ネットワーク（愛知県防災行政無線） 

防災関係機関との通信は、高度情報通信ネットワークを使用し、無線又は衛星を利用

した映像を含む情報の送受信に努める。 

高度情報通信ネットワーク（愛知県防災行政無線）無線電話番号（出典：「愛知県地域防災計画付属資料」） 

機関名 
内線電話 無線専用電話 

（呼出名称） 

愛
知
県 愛知県庁 代表 無線発信番号－６００－１００ 災害対策課 

（防災愛知県庁） 災害対策課 （FAX) 無線発信番号－６００－１５１０ 

  内線 無線発信番号－６００－内線     

西三河県民事務所 代表 無線発信番号－６０５－５ 防災保安課 

（防災西三河） 防災保安課 （PHS) 無線発信番号－６０５－１４０５ 

  内線 無線発信番号－６０５－内線（2266 （FAX) 無線発信番号－６０５－１１５０ 

    ～2269）  （FAX) 無線発信番号－６０５－１１５１ 

西尾保健所 総務企画課 （PHS) 無線発信番号－８１１３－３１ 

（防災西尾保健）     （PHS) 無線発信番号－８１１３－３２ 

      （FAX) 無線発信番号－８１１３－１１ 

西三河農林水産事務所 建設課   （PHS) 無線発信番号－６１２－１１０１ 

 幡豆農地整備出張

所 
内線 無線発信番号－６１２－２－１１ （PHS) 無線発信番号－６１２－１１０２ 

（防災幡豆農林）     （PHS) 無線発信番号－６１２－１１０３ 

      （PHS) 無線発信番号－６１２－１１０４ 

      （FAX) 無線発信番号－６１２－１１５０ 

西三河建設事務所 管理課 維持・防災グループ 管理課 維持・防災グループ 

 西尾支所 内線 無線発信番号－６１２－２－内線 （PHS) 無線発信番号－６１２－１１１０ 

（防災西尾支所）  （211・213） （FAX) 無線発信番号－６１２－１１６０ 

防災航空隊     （PHS) 無線発信番号－８２００－３１ 

      （FAX) 無線発信番号－８２００－１１ 

名古屋地方気象台     （PHS) 無線発信番号－８２１０－３１ 

       （PHS) 無線発信番号－８２１０－３２ 

       （FAX) 無線発信番号－８２１０－１１ 

第四管区海上保安本部     （PHS) 無線発信番号－８２２０－３１ 

       （PHS) 無線発信番号－８２２０－３２ 

       （FAX) 無線発信番号－８２２０－１１ 



２５  

西
尾
市 西尾市役所 代表 無線発信番号－７１３－２－９ （PHS) 無線発信番号－７１３－１４００ 

（防災西尾市） 危機管理課  無線発信番号－７１３－１４０１ 

  内線 無線発信番号－７１３－２－内線  無線発信番号－７１３－１４０２ 

      無線発信番号－７１３－１４０３ 

      無線発信番号－７１３－１４０４ 

      無線発信番号－７１３－１４０５ 

    

  （FAX) 無線発信番号－７１３－１１５０ 

西尾市消防本部 通信指令室 （PHS) 無線発信番号－８３１１－３１ 

（防災西尾消防）     （FAX) 無線発信番号－８３１１－１１ 

 

無線発信番号 

 西尾市役所（西尾市消防本部） 

 内線電話からかける場合７８（発信不可） 

 無線専用電話（PHS)からかける場合８（８） 

 FAX で送信する場合８（不要） 

 

(2) 防災行政無線（移動系）・衛星携帯電話 

防災行政無線及び衛星携帯電話を保有している機関や支所、避難場所等とは、同機器

を使用して地域の円滑な情報の送受信、防災拠点間との通信手段を確保するものとする。 

一方で防災行政無線、衛星携帯電話は、回線所有数が限られているほか、通信設備そ

のものの損壊等により使用できなくなる可能性があるため、発災後速やかに設備の使用

の可否を確認し、災害対策本部に報告する。使用可能な回線の本数が不足した場合、充

足するまでの間は災害対策本部の指示のもと、共同利用する。 

 

防災行政無線（移動系） 

施設名 呼出番号 施設名 呼出番号 

西尾市役所 統制台（危機管理課） １００ 西尾小学校 ２０１ 

伊文保育園 ２２３ 花ノ木小学校 ２０２ 

総合体育館 ２２４ 八ツ面小学校 ２０３ 

文化会館 ２２５ 鶴城小学校 ２０４ 

総合福祉センター ２２６ 西野町小学校 ２０５ 

西野町ふれあいセンター ５０３ 米津小学校 ２０６ 

横須賀ふれあいセンター ４９９ 中畑小学校 ２０７ 

西尾警察署 ２２８ 平坂小学校 ２０８ 

西尾市消防本部消防署 ２２９ 矢田小学校 ２０９ 

環境事業所 ２３０ 寺津小学校 ２１０ 

看護専門学校 ２３１ 福地南部小学校 ２１１ 

保健センター ２３２ 福地北部小学校 ２１２ 

西尾市民病院 ２３３ 室場小学校 ２１３ 

西三河建設事務所 西尾支所 ２３５ 三和小学校 ２１４ 

西尾保健所 ２３６ 西尾中学校 ２１５ 

中部電力(株)西尾営業所 ２３７ 鶴城中学校 ２１６ 

名古屋鉄道(株)西尾駅 ２３８ 平坂中学校 ２１７ 

西三河漁協西尾支所 ２３９ 寺津中学校 ２１８ 

 参考：衛星発信特番 

    西尾市役所 

    内線電話からかける場合７９ 

    無線専用電話（PHS)からかける場合９ 
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ＮＴＴ西尾寄住ビル ２４０ 福地中学校 ２１９ 

西尾市医師会 ２４１ 東部中学校 ２２０ 

東邦ガス西尾サービスセンター ２４２ 鶴城丘高等学校 ２２１ 

中央体育館 ２４３ 西尾高等学校 ２２２ 

(株)キャッチネットワーク ２４４ 西尾東高等学校 ２３４ 

一色町公民館 ２４９ 一色西部小学校 ２４５ 

クリーンセンター ２５７ 一色中部小学校 ２４６ 

消防署一色分署 ２６０ 一色南部小学校 ２４７ 

消防署吉良分署 ２６６ 一色東部小学校 ２４８ 

消防署幡豆分署 ２７４ 佐久島しおさい学校 ２５８ 

吉良図書館 ２６７ 一色中学校 ２６１ 

幡豆図書館 ２７５ 一色高等学校 ２５９ 

幡豆公民館 ２７１ 白浜小学校 ２５０ 

山尾病院 ２７２ 吉田小学校 ２５１ 

吉良保健センター ２６５ 荻原小学校 ２５２ 

高須病院 ２６２ 横須賀小学校 ２５３ 

大沢観音堂 ２７６ 津平小学校 ２５４ 

一色支所 ２５６ 吉良中学校 ２５５ 

吉良支所 ２６４ 吉良高等学校 ２６３ 

幡豆支所 ２７３ 東幡豆小学校 ２６８ 

吉良観光ホテル ５０１ 幡豆小学校 ２６９ 

吉良カントリークラブ ５０２ 幡豆中学校 ２７０ 

愛知中央青果 ２２７ 西尾幼稚園 ４９５ 

カリツー西尾東 ５０４ 花ノ木保育園 ４９６ 

小松運輸 ５０５ 福地北部保育園 ４９７ 

サンエイ ５０６ 横須賀保育園 ４９８ 

  津平保育園 ５００ 

 

衛星携帯電話 

設置箇所 台数 電話番号 

本 庁 舎 ２階 防災通信室 １ ０８０－２６５９－６３５４ 

一色支所 ３階 災害対策室 １ ０８０－２６５９－６３５７ 

吉良支所 ２階 災害対策室 １ ０８０－２６５９－６３５６ 

幡豆支所 １階 災害対策室 １ ０８０－２６５９－６３５５ 

佐久島開発総合センター １ ０８０－２６５９－６３５３ 

市民病院 ２階 事務室 ２ 
０８０－２６５９－９１０６ 

０８０－２６５９－９１０７ 

西尾警察署 １ ０８０－２６０１－０２７７ 

消防本部 １階 通信指令室 １ ８－８１６－２３４３－０６０２、０６０３ 
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(3) 情報収集 

災害応急対策活動を実施するのに必要な情報や市内の被害状況の収集のため、災害対

策本部を中心として参集職員からの聞き取りや市公用車等による情報収集を行う。また、

震度等の情報収集は、国、県、気象庁などの情報を最大限利用するものとし、愛知県高

度情報通信ネットワークを始めとする防災関連システムを活用する。 

 

  (4) 情報発信 

市内の被害状況に関する情報や避難に関する情報の発信は、市民の安全の確保や避難

行動への誘導などの面で極めて重要である。そのため、情報発信には、防災行政無線、

Ｊ－ＡＬＥＲＴ、ケーブルテレビ、緊急速報メール、市ホームページ、ＳＮＳ（ツイッ

ター）、防災アプリ、登録制メール、消防車両や広報車による放送、自主防災組織及び

町内会長を通じた電話連絡等あらゆる手段を用いて多角的に情報発信を行う。 

 

３ 資機材等の確保 

発災時に非常時優先業務を継続する上で、資機材や用品等が確保されていることは重

要であり、普段から必要な資機材や用品とその保有状況を定期的に把握し、適切な在庫

管理に努める。また、定期的な棚卸し等により備蓄状況を把握しておくものとする。 

なお、災害により破損したり、不足したりする場合に備え、発災時に調達する手段を

普段から確認しておくものとする。 

  

４ 電力・燃料の確保 

発災時の拠点となる本庁舎及び消防本部は、地震等により停電した場合に備え、非常

用発電機を整備している。このため電力が復旧するまでの間も応急活動に支障が生じる

ことなく電力供給が可能である。また、非常用発電から電力を供給する赤色コンセント

が設置されている。各課においては事前に設置位置を確認しておくものとする。 

これまでの災害の事例から３日以内に外部電力が復旧するものと想定する。しかし、

本計画では想定外も考慮する必要があることから、ＢＣＰ発動中は必要な機器、設備に

限定して使用する。 

また、協定締結先の業者から、迅速な燃料提供がされるよう、連絡をとれる体制を構

築するとともに、燃料の運搬経路を確保できるよう情報の収集に努める。 

 

５ 受援体制の整備 

   災害時は、想定していた業務の範囲や量を超えて、新たに生じる業務への対応が必要

となる場合が考えられる。そのような場合、西尾市だけで対応するには限界がある。そ

のため、速やかに応援要請を行い、他自治体からの応援を円滑に受け入れるための体制

を整備する必要がある。西尾市として受援に係る体制を位置づけ、応援対象となる業務

を整理した受援計画を策定・運用する。 



２８  

第６章  今後の取り組み 

 １ 研修・訓練の実施 

ＢＣＰの定着と課題の対応を具体化するため、全庁挙げての体制を構築することが重要

であり、本計画を実のあるものにしていくためには、研修・訓練等を通じて職員個人の能

力を向上させ、最終的には市役所全体として組織的な対応力の向上を図っていく必要があ

る。 

研修・訓練内容は、防災力強化研修、参集訓練、安否確認訓練及び停電時の業務立ち

上げ訓練などの各種訓練を単独又は総合防災訓練と組み合わせて実施するものとする。

また、防災力強化研修の内容としては、実際の発災を想定し、ＢＣＰの前提となる限ら

れた資源を有効利用し、優先的に着手する業務の選定や休止する業務の選定等、蓋然性

の高い想定を付与する。 

なお、ＢＣＰの適切な運用を図るため、研修・訓練等の実施・検証を通じて、新たな課

題の発見や非常時優先業務の見直しを行うとともに、課題の解消に向け、計画的に庁舎設

備等の強化や業務マニュアルの整備等を進めていく。 

 

 ２ 計画の見直し 

   ＢＣＰは、一旦策定すればよいというものではない。計画の実効性を確認し、高めて

いくためには、教育や訓練を実施するとともに、訓練結果の検証と課題・教訓を整理し

ていくことが重要である。これらの課題・教訓を改善し見直すことで、ＢＣＰの実効性

を高めていく必要があり、次のＰＤＣＡサイクルを中心として実用的な計画となるよう

改善を図っていく。 

 

 


